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平成 26年３月期通期連結業績と前期実績との差異に関するお知らせ 

 

 

 本日公表の決算値において、「営業利益」について、前期実績に対し 278,279百万円の増加(+1,383.7%)

となったことから、下記のとおりお知らせ致します。 

 

記 

 

１．平成 26 年３月期通期連結業績と前期実績との差異 

（平成 25年４月１日～平成 26 年３月 31 日）  

  
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前期(平成 25年３月期) (Ａ) 
百万円 

4,389,922 

百万円 

20,110 

百万円 

76,931 

百万円 

△124,567 

当期(平成 26年３月期) (Ｂ) 5,516,180 298,390 361,097 242,753 

増減値(Ｂ－Ａ) 1,126,257 278,279 284,166 367,320 

増減率(％) 25.7 1,383.7 369.4 ―― 

(ご参考) 前回発表予想 

(平成 26 年１月 30 日公表) 
5,450,000 ―― 340,000 220,000 

 

２．差異の理由 

 

 当期の連結業績については、土木・建築向けや、自動車等製造業向けを主体とした鉄鋼需要の増加及び

統合効果を含めたコスト改善等により、前期実績に対し増益となりました。 
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